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◎意見聴取概要
【事業概要及び評価調書について】
　　　大阪府教育委員会より説明
【意見聴取】
　　　○事業実施の妥当性について
・平成19年に特別支援教育への転換が法的に位置づけられたことを受けて、一人ひとりのニーズに応じた支援が必要であり、多様な選択肢の一つとして支援学校は必要である。
　　　　・児童生徒数が増加していくなかで、地域での受け入れも推進していくべきであるが、支援学校の絶対数が不足しており、新たな学校の整備は妥当である。
　　　　・障がいのある子どもたちについて、社会全体で支えていく必要がある。
　　　　・たまがわ高等支援学校のような就労を通じた社会的自立をめざす学校が増えることは歓迎。現状の1校では通学面などの難しさであきらめていた場合もあり、たまがわタイプへの潜在的なニーズは高い。
　　○代替手法の検討について
・既存支援学校の現状から考えても、代替手法を考えることは困難。施設面からだけでなく教職員数の増加による管理運営面からも、既存支援学校でのこれ以上の受け入れは困難。新校を整備する判断は妥当。
　　○その他
　　　　・建設コストについては、可能な限り削減し、削減した部分を最新のIT機器導入
　　　　　のための費用とするなど、工夫が必要である。
　　　　・支援学校に入学すると地域とのつながりが切れてしまうことが問題。夏休み期間などを活用して地域交流を行ったり、地域に開かれた学校としてほしい。
　・就労については、就労の選択肢が少ない、サポート体制が十分でない等様々な課題があり、就労を希望する生徒の割合自体がまだまだ低い。それを高めるために、国における今後の障がい者制度改革の取組みとも連動して、多様な働く場の確保と就労にかかるサポート体制などの条件整備のために、関係機関との連携・協力を深めてほしい。
・小・中学部段階から職業観を育むようなキャリア教育が必要。また、高等部段階や高等支援学校では地域の企業と連携し1年生から積極的に職場実習を行うような取組みを進めてほしい。
　　　　　・今後は就学前から卒業後を含めた大きな支援の流れが必要であり、教育だけでなく、福祉や労働といった部分との連携も進めてほしい。
　　　　　・新校の校名については従来のルールにとらわれず、柔軟な対応を。
　　　
